
































































































































　2015 年 4 月 1 日，戦後最大の保育改革と言われる「子ども・子育て支援新制度」（英語名：The 
Comprehensive Support System for Children and Child-rearing）がスタートした。これは 2012 年









　支給認定は，1 ～ 3 号（5）と呼ばれる以下の 3 つに区分されている（表 1）。
表 1　子ども・子育て支援法に基づく支給認定の区分
区分 年齢 内容 保護者の 1 か月の就労時間 保育時間 1 日の保育可能時間



















（5）　1 ～ 3 号という「数字」は，それぞれ子ども・子育て支援法第 19 条第 1 項第 1 号～第 3 号に定められた規定に
由来している。「1 号子ども」「2 号子ども」といった呼び方がなされる。1 号認定（3 ～ 5 歳の幼稚園児相当）につ
いては，親の就労は条件ではないが，2 号，3 号については親の就労など支給認定を申請できる「事由」が定めら
れており，就労時間については下限がある。財政的に余裕のある自治体では下限 48 時間にしているところが多い
が，一般的には 64 時間である。就労時間がそれに満たない場合には，新制度の 3 号認定では保育ができず，認可






主導型保育事業とベビーシッター等利用者支援事業の 2 つが加わった（図 1）。
図 1　子ども・子育て支援新制度による保育・子育て支援（6）（2016 年～）
　資料：内閣府。 






































































出所：内閣府，厚生労働省「保育分野の現状と取組について」（2017 年 9 月 1 日），文部科学省「平成 29 年度私立幼
稚園の子ども・子育て支援新制度への円滑な移行に係るフォローアップ調査の結果」（2017 年 8 月 17 日）から筆者作成。
　さらに，これらの現在存在している保育施設について施設類型，財源，設置基準，配置基準，根













いついていない。東京新聞（2018 年 9 月 13 日朝刊）によれば，特に待機児童が多い，関東の政令




















量の拡充を図る」（内閣府子ども・子育て本部「子ども・子育て支援新制度について」平成 30 年 5
月より）。
　この制度の導入が 3 党合意によって決まった 2012 年 8 月の時点においては，この制度の財源と
して消費税を充てることが予定されていた。2014 年 4 月に 5％から 8％へ，さらに 2015 年 10 月に




『平成 26 年版　少子化社会対策白書　第 2 節「子ども・子育て支援新制度」の施行に向けた取組



























































































































































































































































































　ところが景気の好転が見られなかったことから 2015 年 10 月の消費税 10％への引き上げは見送



















































































































　現在では夫婦の持ち点が 109 点以上なければ 0 ～ 1 歳での入園が難しいと言われている。夫婦そ
れぞれが「週 5 日以上勤務し，週 40 時間以上の就労を常態」とする場合には，持ち点については
最高点の 50 点が与えられる。その 50 点を取るために週 40 時間働くとすると月あたり 160 時間以
上の勤務が必要になる。国の定めた認定基準で 1 日最大 11 時間まで子どもの保育が保障される
「保育標準時間」の支給認定が得られるのは月 120 時間以上の就労であるが，世田谷区では月 120
時間の就労では 35 点しか与えられない。夫婦とも 35 点では合計 70 点であり，支給認定が得られ
たとしても，保育園には入れない，という状況が生じてしまう。つまり，就労時間が長い人ほど，
子どもが保育園に入園しやすいということになる。親の労働時間が延びることで，子どもの保育時
間も延びる。実際には満点の週 40 時間以上の勤務をしている人であれば，11 時間の保育時間では
足りないかもしれず，さらに追加料金を支払って延長保育を利用する必要が生じる。
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表 5　世田谷区における保育の利用基準（平成 31 年度用）
　出 所：世田谷区「保育園の申込み等について」http://www.city.setagaya.lg.jp/kurashi/103/129/1809/d00005740_






知などの保育園園長 5 名と懇談した際に「0 歳児で夜 20 時までの延長保育を受けている子どもが



















という点である。1 ～ 3 号認定に相当しない子
















において，1 号認定の子ども（3 ～ 5 歳，長時




出 所：Starting Strong Ⅲ，http://www.forpedi.com.br/
downloads/forpedi_anexo_0509121501208.pdf 





0 3：1 － 3：1
1 6：1 － 3：1
2 6：1 － 4：1
3 20：1 （35：1） 8：1
4 30：1 （35：1） 8：1








アップが実現しなかったため，配置基準が改善されたのは 3 歳児のみであった。3 歳児の配置基準
は保育園では 20：1，幼稚園では最大 35：1 であったが 15：1 にした園にはインセンティブが与え
られることになった。とはいえ，ヨーロッパ，カナダなど先進国では 3 歳以上児でも 8：1 程度が




を見るとわかるように，日本は OECD 諸国の中で飛び抜けて 1 人あたりの先生が見る子どもの数
が多い。先進国で 35：1 などという配置をしているところは他にはないのである。ニュージーラン
ド教育省の報告書によれば，米国 NICHD（National Institute of Child Health and Development）
が「何か 1 つだけ，保育の質の向上のために選ぶとしたら，配置基準を選ぶのが理想的」としてい






















の 1.6%，私立認可保育所の 2.8%」にすぎないとしていたが，2015 年段階では少し増えて 4.1％に
なった。東京が最も高く 13.8％，神奈川 10.1% と，地域による差が大きい。信用調査機関である帝














　「保育市場」に近い状況にある認可外保育施設ではあるが，2016 年 4 月から「子ども・子育て支
援新制度」の中に新たに位置づけられたのが「企業主導型保育事業」である。『平成 30 年版少子化
対策白書』によれば，この制度は「2015 年 11 月に，「待機児童解消加速化プラン」に基づく 2017
（平成 29）年度末までの保育の受け皿整備目標を 40 万人分から 50 万人分に上積みしたことを受け，












（9）　内閣府，平成 30 年版少子化社会対策白書，第 1 章重点課題，http://www8.cao.go.jp/shoushi/shoushika/






























職または系列園へ異動した事例，近隣の公園への子ども置き去りなど（『週刊文春』2013 年 7 月 11
日号，筆者執筆）があった。
　こういった大手のチェーン認可保育園が，地方の保育士養成校にいる多くの学生を青田買いし，





結 果 」http://www.kigyounaihoiku.jp/wp/wp-content/uploads/2018/03/tachiiri_chosa_kekka_4-9_02.pdf（2018 年











て働いてきたナンバー 2 の B 氏が次の社長になったが，A 氏が株主総会で B 氏の追い落としのた
めの株主投票を行ったり（投票の結果，B 氏が残った），その後も B 氏を追い落として新たな現社

































　2017 年 9 月 8 日第 31 回子ども子育て会議において「平成 29 年保育所・幼稚園・認定こども園
等の経営実態調査について」（資料 9 － 1）（13）「平成 28 年度保育所・幼稚園・認定こども園等に係る
実態調査等の集計結果概要について」（資料 9 － 2）（14）という 2 つの資料が提出されたが，これらの
資料によれば，平成 28 年度の保育所の収支差額は 7.6% とされている。平成 29 年度の保育所の収
支差額は 5.1% である。さらに 29 年度の数字から調査対象事業以外の事業（延長保育事業・一時預
かり事業・地方単独事業）を抜いた収支差額の推計は 2.2％となっている。また 1 施設の保育所の














　野村総合研究所が 2018 年 4 月 16 日～ 4 月 18 日の 3 日間，全国の未就学児を持つ女性 3,688 人
に加え，全国の未就学児を持つ女性のうち，子どもが今年 4 月から新たに保育施設を利用したかっ
たのに利用できなかった女性 400 人を対象に，インターネットを通して行ったアンケートによれ










利用していなかった層，特に 0 ～ 2 歳の家庭で子どもを見ていた層は，子どもを預けて働こうと考





れつつあるのもまた事実である。毎日新聞の調査では 2018 年 4 月時点で，政令市など全国 87 市区
町村に待機児童が 11,342 人いるものの，前年より 33％減少したことがわかっている。「各自治体に
よる保育施設新設などの対策が需要の拡大に追いつき，待機児童の増加に歯止めがかかったのでは









































ことができない。Mathers らの調査では，この監査結果と ECERS，ITERS の結果は必ずしも一致
しないことがわかった。それは「Ofsted のグレードは事業者が確実に規則を守っているかどうか
を調べるためにあるもので，すべての質を浮き彫りにするものではない」（Mathers et al. 2012：
95）からだという。また，親が保育・幼児教育施設を選ぶ際に Ofsted の監査結を重視しているか
といえば，むしろ「見学に行った時の雰囲気や，他の親からの口コミの方が重要であり，Ofsted
の監査結果はジグソーパズルの 1 つのピースに過ぎない」（Mathers et al. 2012：44）という。






















幼児教育の無償化」が政策的な話題となっているが，イギリスでは 3・4 歳については，2017 年か
らそのほとんどが無償化されている。週 30 時間といえば，1 日 6 時間 ×5 日分であり，日本の子




Under 2s for 
50 hours
日本円換算 ×4weeks 　 3 号認定保育
料（月額）
Inner London £290.73 ¥41,998 ¥167,992 世田谷区 ¥79,000
Outer London £264.96 ¥38,276 ¥153,104 港区 ¥74,700
South East £257.85 ¥37,274 ¥149,096 横浜市 ¥77,500
South West £236.50 ¥34,164 ¥136,656 札幌市 ¥75,900
East of England £203.72 ¥29,429 ¥117,716 大阪市 ¥70,600
East Midlands £203.20 ¥29,354 ¥117,416 福岡市 ¥83,200
Yorkshire and Humber £202.73 ¥29,286 ¥117,144 国基準額 ¥100,400
West Midlands £198.33 ¥28,650 ¥114,600 ＊ 日本の各都市の保育料は応能
負担のため，それぞれ最も高
い階層の金額。1 日 11 時間 ×
週5～6日の1か月分の保育料。
＊ £1 ＝￥144.46（2017 年平均値）
として計算。1 週あたり 50 時
間の保育料。
North East £193.12 ¥27,898 ¥111,592
North West £189.14 ¥27,323 ¥109,292
Scotland £209.87 ¥33,207 ¥132,828
Wales £188.80 ¥27,274 ¥109,096
England £225.13 ¥32,522 ¥130,088
Britain £222.36 ¥32,122 ¥128,488
　　　　　　　　　　　　　　　　　　出所：筆者作成。
　英国の保育料は 1 週間ごとの計算になるので，まずはそれを日本円（2017 年の 1 年間の平均レー



























　2017 年 1 月 24 日付『ガーディアン』紙によれば，イギリス国内のイングランドにあるナーサ
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